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山辺町中小企業振興資金融資制度要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、山辺町（以下「町」という。）商工業の振興及び中小企業者の経営の安定を図るために必

要な資金を融資し、町商工業の発展並びに地域経済の活性化に資することを目的とする。 

（融資対象者） 

第２条 融資対象者は、中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号）第２条第１項に規定する中小企業者であ

り、次のいずれにも該当する者とする。 

(１) １年以上引き続き町内に本店又は主たる工場若しくは事業所を有する者。ただし、山形県内で１年以

上の事業実績を有し、町内への進出計画を有する中小企業者については、この限りでない。 

(２) 町税、介護保険料、下水道使用料、簡易水道料を完納している者 

(３) 借入計画が妥当であると認められる者 

(４) 次の事業を営んでいない者 

農業、林業、漁業、畜産業、風俗営業、金融業、保険業、興信業、助産師、学校法人、宗教法人、仲介

業、不動産業、遊興娯楽業、自由業、医業、その他非営利事業 

（認定申請の調整等） 

第３条 町は、第８条第１項の申請手続があった場合の確認申請の調整、指導を山辺町商工会（以下「商工会」

という。）に行わせるものとする。 

（融資条件） 

第４条 この要綱の融資を受けるための条件は、次のとおりとする。 

  

(１) 資金使途 運転資金（借換利用の際は、既往の本資金に限る。） 

設備資金（土地取得のみは、除く。） 

(２) 融資限度額 5,000万円以内で、商工会会員以外の融資限度額は3,000万円以内。た

だし、3,000万円を超える融資を実行した場合は、融資返済後まで商

工会の会員であること。 

(３) 運転資金 融資限度額のうち運転資金は2,000万円以内。 

(４) 設備資金 運転資金と設備資金を合算して融資限度額以内とする。 

(５) 融資期間 運転資金８年以内（据置１年以内） 

設備資金10年以内（据置２年以内） 

(６) 返済方法 原則として元金均等返済。ただし、据置期間は利息のみとする。 

(７) 融資利率 旧長期プライムレートの利率とし、適用利率は融資実行日における利

率とする。なお、融資期間においては固定とする。 

 

(８) 保証人及び担保 保証人は必要に応じて徴求する。ただし、法人代表者以外の連帯保証

人は原則徴求しない。担保は必要に応じ徴求する。 

(９) 信用保証率 山形県信用保証協会（以下「協会」という。）で定める利率とする。

町は、融資を受けた者が協会から徴される信用保証のうち、協会との

保証料補給契約に基づき一定割合の補給を行う。 

(10) 繰上償還 融資実行中に繰上償還を行う場合は、町及び商工会へ事前連絡をし、

繰上償還等報告書（別記様式１号）を町へ提出しなければならない。 

（取扱金融機関） 

第５条 取扱金融機関は、協会と信用保証契約を締結している町内に支店を有する金融機関とする。 

（資金の措置及び融資枠） 

第６条 この制度を実施するため、町は取扱金融機関に対して予算の範囲内で融資実績に応じ、原資を貸付け

るものとする。 

２ 融資実績は、２月末日の融資残高を基準とし、翌年度の原資貸付け額を算出するものとする。ただし、案

分は100万円単位を四捨五入し、1,000万円単位とする。 

３ この要綱による融資枠は、原資貸付金の10倍相当額とする。 

４ 取扱金融機関に貸付ける金利は、無利息普通預金とする。 

（申請条件） 

第７条 資金の申請条件は、次のとおりとする。 

(１) 納税地が町外にあり町内で営業しているものが運転資金を利用する場合は、営業実態が明らかである

と確認できるものに限る。 

(２) 納税地が町外にあり町内で営業しているもの及び納税地が町内にあり町外で営業しているものが設備

資金を利用する場合は、営業実態が明らかであると確認できることが必要で、かつ、町内における所有・

所在で町内に用いるものとそれに関するものに限る。 

(３) 設備資金を利用して営業車を購入する場合は、普通乗用車と小型乗用車は対象外とする。 
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(４) 商工会会員以外の申請については、事業主と商工会担当職員との面談を行い、申請に関する計画等に

ついて確認を受けなければならない。 

(５) 国・県等の産業、経済施策等の補助金を活用する場合は、補助金交付決定後に事業費全体から交付決

定額を差し引いた額を申請することができる。 

(６) 前号の規定による申請額は、補助金の額の決定後の変更は行わないものとする。 

（申請手続） 

第８条 資金の貸付を受けようとする者は、商工会に所定の関係書類を添付した認定申請書（別記様式第２号）

を提出しなければならない。 

２ 商工会は、事業計画の内容を調査し、かつ、信用保証協会並びに取扱金融機関など関係団体と必要な協議

を行い適当と認めるものについては、山辺町商工会長の意見書（別記様式第３号）を添えて、町長に進達し

なければならない。 

（申請後の手続） 

第９条 町長は、前条の規定による申請があったときは、内容を調査し、要綱に定める要件に定める要件に合

致すると認める者に対して、認定書（別記様式第２号）を交付する。 

２ 前項の認定書の交付を受けた者は、当該認定書を添付して取扱金融機関に融資の申込みを行うものとする。 

（状況等の報告） 

第10条 取扱金融機関は、融資の状況及び実績について、町長に報告するものとする。 

２ 報告は毎月報告するものとし、報告の提出は翌月の末日とする。 

（委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

１ この告示は、公布の日から施行し、平成14年４月１日から適用する。 

２ 山辺町中小企業振興資金融資規程（平成８年町告示第13号）は、廃止する。 

３ この告示の施行の日前に、この告示による廃止前の山辺町中小企業振興資金融資規程の規定により融資さ

れた資金については、なお従前の例による。 

４ この告示は、平成32年３月31日まで、その効力を有する。 

附 則（平成17年３月31日告示第21号） 

この告示は、平成17年３月31日から施行する。 

附 則（平成18年６月28日告示第45号） 

この告示は、平成18年６月28日から施行し、平成18年４月１日から適用する。 

附 則（平成20年３月19日告示第30号） 

この告示は、平成20年３月19日から施行する。 

附 則（平成23年３月22日告示第31号） 

この告示は、平成23年３月22日から施行する。 

附 則（平成24年７月１日告示第54号） 

この告示は、平成24年７月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月11日告示第16号） 

この告示は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年２月24日告示第14号） 

この告示は、平成26年４月１日から施行する。ただし、附則第４項の改正規定は、公示の日から施行する。 

附 則（平成28年２月15日告示第21号） 

この告示は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年２月22日告示第13号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。ただし、附則第４項の規定は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月25日告示第36号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月９日告示第39号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

  附 則（令和６年３月18日告示第37号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

  


